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　全国で肝炎医療コーディネーターが養成され、今後の活躍が期待されている中で、各都道府県の肝炎医療コーディ
ネーターの養成状況や養成研修会の詳細は明らかにされていない。今回、厚生労働科学研究により、肝炎医療
コーディネーター養成に関する要綱の有無や内容、養成研修会の実態を調査したので、結果を報告する。

　全国で肝炎医療コーディネーターが養成されているが、その養成の実態や養成研修会の内容は明らかになって
いない。そこで、今回各都道府県で行われている肝炎医療コーディネーターの養成における要綱や取り決め、養成
研修会の内容を明らかにするために調査を行った。

　別紙の通りのアンケート用紙を各都道府県の健康増進課の担当者に岩手県、山梨県、佐賀県の担当者よりメー
ルにより配布し、各都道府県の担当者より回答を頂き、佐賀大学医学部附属病院肝疾患センターで集計した。調
査期間は平成30年8月。
　調査票Ⅰでは、肝炎医療コーディネーターの養成にあたり、養成の為の要綱や取り決めを各自治体がどのように
作成しているかを調査した。
　調査票Ⅱでは、肝炎医療コーディネーター養成研修会やスキルアップ研修会の内容に関する調査を行った。
　調査票Ⅲでは、各自治体における肝炎医療コーディネーター養成の現状と課題の調査を行った。

参照：表紙

はじめに

目　　的

方　　法

平成30年度  厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業）
「肝炎ウイルス検査受検から受診、受療に至る肝炎対策の効果検証と拡充に関する研究」
肝炎医療コーディネーター養成に関する要綱の全国都道府県アンケート調査のまとめ

　全国47都道府県より回答を得た。
　（以後、都道府県を自治体と表記する。また、表およびグラフ中の肝Coは肝炎医療コーディネーターのことを示す。）

結　　果 （※本調査の結果は平成30年8月31日時点のものである）
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調査票Ⅰ 平成30年度  厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業）
「肝炎ウイルス検査受検から受診、受療に至る肝炎対策の効果検証と拡充に関する研究」
肝炎医療コーディネーター養成に関する要綱の全国都道府県アンケート調査のまとめ
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　調査票Ⅰのまとめ（（　）内は％表示）

（脚注：質問項目の内1, 2 , 3 ,4 , 5 ,6 ,7,9,10,11,15 ,17,19, 20, 21, 23 , 24 , 26 , 27に関しては過半
数の自治体で要綱や取り決めとして規定のある項目であった。）

項　　目 要綱に有り 無 小項目あり 回答した自治体の総数取決に有り
肝Coを養成しているか

肝Coの養成に関する要綱を作成しているか

要綱の内容は通知に準じて作成・更新されているか

養成目的

定義

認定要件

認定要件として、資格や職種

施設や職業、職場

認定条件

認定証等の交付

認定証交付者

肝Co認識のツール作成、提供についての記載

更新

ランク制度

スキルアップ

スキルアップの実施方法

有

有

有

有

有

有

有

有

有

有

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

43（91.5）

41（95.3）

32（76.2）

40（95.2）

23（56.1）

38（90.5）

28（66.7）

17（40.5）

35（83.3）

35（83.3）

30（71.4）

16（38.1）

13（31.0）

3（7.5）

26（61.9）

18（42.9）

2（4.7）

4（9.5）

1（2.4）

5（11.9）

6（14.3）

7（16.6）

9（21.4）

2（4.8）

2（5）

4（9.5）

5（11.9）

4

4

10

2

17

4

10

23

2

1

5

17

27

35

12

19

47

47

42

42

41

42

42

41

42

42

42

42

42

40

42

42

支援について

活動報告書の提出に関して

守秘義務

認定者の周知方法

活動内容

活動の実績の評価の仕組み（KPI）

辞退について

事業主体について

事業の委託先について

肝Coの管理について

名簿やリストの有無について

その他の規定、取り決めがあるか

有

有

有

有

有

有

有

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29（69.0）

19（45.2）

28（66.7）

21（50.0）

31（73.8）

1（2.4）

30（71.4）

24（57.1）

10（24.4）

25（59.5）

27（65.9）

7（17.1）

3（7.1）

3（7.1）

2（4.8）

5（11.9）

3（7.1）

1（2.4）

2（4.8）

4（9.5）

3（7.3）

2（4.8）

14（34.1）

1（2.4）

10

20

12

16

8

40

10

14

28

15

33

42

42

42

42

42

42

42

42

41

42

41

41
＊赤は過半数を超えた項目
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ここでは、肝炎医療コーディネーター養成の要綱について行った調査票Ⅰの質問項目１～28の集計について述べる。



　38自治体で認定要件が記載されていた。

　40自治体で要綱内に肝炎医療コーディネーターの養成目的を記載していた。

　23自治体で要綱内に肝炎医療コーディネーターの定義を記載していた。

　28自治体で要綱に、4自治体で取り決めとして、資格や職種を記載されていた。

　回答のあった42自治体の中で、32自治体では要綱の内容は平成29年4月25日付け健発0425第4号厚生労働省健
康局長通知「肝炎医療コーディネーターの養成及び活用について」に準じて作成・更新されていた。

　肝炎医療コーディネーター養成に関する要綱を作成している自治体は41自治体で、取り決めを作成している自治
体は2自治体であった。

　平成30年8月の時点で、肝炎医療コーディネーターを養成している自治体は43自治体であった。

　認定要件の資格としては看護師や薬剤師・保健師・医師の規定が上位を占めていた。
その他多岐の職種にわたり規定があった。

看護師
薬剤師
保健師
医師
その他
行政機関職員
企業の健康管理者
MSW
臨床検査技師
医療機関事務職
患者・元患者
栄養士
衛生管理者
介護福祉士
歯科医師
歯科衛生士
社会保険労務士
医薬品等メーカー担当者

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18

30

25

20

15

10

5

0

（単位）自治体数

2727
26
25
23

191817
15151514

7
5 4 4 3 2

7.認定要件として資格や職種

1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112131415161718

肝炎医療コーディネーターを養成していますか

肝炎医療コーディネーターの養成に関する要綱等を作成していますか

内容は平成29年4月25日付け健発0425第4号厚生労働省健康局長通知「肝炎医療
コーディネーターの養成及び活用について」に準じて作成・更新されていますか

肝炎医療コーディネーター養成の目的の要綱等への規定又は取り決めが有りますか

肝炎医療コーディネーターの定義の要綱等への規定又は取り決めが有りますか

肝炎医療コーディネーター認定要件の要綱等への規定又は取り決めの有無が
ありますか

肝炎医療コーディネーターの要件として、資格や職種に関する要綱等への規定
又は取り決めが有りますか

質問項目7の小項目　

質問項目1

質問項目2

質問項目3

質問項目4

質問項目5

質問項目6

質問項目7

回答した自治体
の総数は 32
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　17自治体で要綱に、1自治体で取り決めとして、合計18自治体で施設や職業・職場の記載がされていた。

　35自治体で要綱に、5自治体で取り決めとして、合計40自治体で認定条件の規定があった。

9.認定要件

その他

講習会を受講し、
試験に合格

講習会の受講のみ

7

15

18

100%

80%

60%

40%

20%

0%

専門医療機関
行政（市町村）
行政（保健所）
肝疾患拠点病院
健診医療機関
学校等の教育機関（要件なし）
病院（要件なし）
診療所
歯科診療所
薬局
医療品等メーカー
行政（本庁）
患者団体
社会福祉施設
社会保険労務士事務所
NPO、自治会関係者
学校等の教育機関（医療系）
企業や団体の健康管理担当
その他

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19

16

14

12

10

8

6

4

2

0

151515
14

1212
111111

10
9

7 7

3

0 0 0 0

8.施設や職業、職場

1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112131415161718
0
19

肝炎医療コーディネーターの認定条件について要綱等への規定又は
取り決めが有りますか

肝炎医療コーディネーターの要件として、施設や職業、職場に関する
要綱等への規定又は取り決めが有りますか

　認定要件としては講習会の受講のみ18自治体、講習会の受講と試験に合格が15自治体
であった。

質問項目9の小項目　

　施設や職業・職場の規定としては医療機関、市町村や都道府県の行政、肝疾患拠点病院等
が上位を占めた。

質問項目8の小項目　

質問項目8

質問項目9

（単位）自治体数

（単位）自治体数

回答した自治体
の総数は 18

回答した自治体
の総数は 40
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10.認定証の交付

その他
拠点病院が研修修了証を交付

拠点病院等が認定証を交付

各県が研修修了証を交付

各県が認定証を交付

2
3
1

11

28

100%

80%

60%

40%

20%

0%

　35自治体で要綱に、6自治体で取り決めとして、合計41自治体で認定証の交付の規定があった。　

　30自治体で要綱に、7自治体で取り決めとして、合計37自治体で認定証や修了証の交付者の規定があった。

1 2 3 4 5 6

11.認定証の交付者

知事
部長クラス
課長クラス
学部長、院長
肝疾患センター長、教授
その他

■ 認定証 ■ 修了証

1
2
3
4
5
6

20

15

10

5

0

20

6 6

1 1 1
2

3

0 0 00

認定証等の交付についての要綱等への規定又は取り決めが有りますか

認定証等の交付者についての要綱等への規定又は取り決めが有りますか

　認定証等の交付としては、自治体が認定証を交付するが28自治体、自治体が研修修了
証を交付するが11自治体、拠点病院が認定証を交付するが1自治体、拠点病院が研修修
了証を交付するが3自治体で認められた。

質問項目10の小項目

　認定証の交付者は自治体の知事が20自治体（48.8％）であった。
質問項目11の小項目

質問項目10

質問項目11

（単位）自治体数 （複数回答あり）

（単位）自治体数

回答した自治体
の総数は 37

回答した自治体
の総数は 41
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バッジ 名札 カード ポスター その他

12.ツール作成、提供に関して

25

20

　
15

10

5

0

23

1 1
2

3

11

2

0 0

2

1 2 3 4 5

13.更新

講習会の受講
試験の実施
活動報告書等の提出
実習の受講
その他

1
2
3
4
5

1
2
7
0
4
1

1年
2年
3年
4年
5年
その他

更新年数

1年の間に講習を受けたら
その後は無期限

12

10

8

6

4

2

0 （　　　　　　）

　16自治体で要綱に、9自治体で取り決めとして、合計25自治体で肝炎医療コーディネーターと認識してもらうための
ツールの作成、提供についての要綱等への規定があった。

　肝炎医療コーディネーターの更新は15自治体で行われていた。

肝炎医療コーディネーターと認識してもらうためのツールの作成、提供について
の要綱等への規定又は取り決めが有りますか

肝炎医療コーディネーター認定後の更新について要綱等への規定又は
取り決めは有りますか

　肝炎医療コーディネーターの認定としてのツールはバッジが23自治体（92％）であった。
質問項目12の小項目

　肝炎医療コーディネーターの更新に必要な条件として、講習会の受講が11自治体（73.3％）で
あった。更新の年数としては3年が７自治体で最も多く、１～5年の期間で更新がなされていた。

質問項目13の小項目

質問項目13

質問項目12

（単位）自治体数

（単位）自治体数

回答した自治体
の総数は 25

回答した自治体
の総数は 15
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16.スキルアップの実施主体

各県単独で実施
拠点病院単独で実施
各県と拠点病院が共同開催
他の自治体と合同で実施
学会や他の学術・医療団体等と
共催、合同で実施
製薬企業等と共催、合同で実施
その他

1
2
3
4
5

6
7

1 2 3 4 65 7

14

12

10

8

6

4

2

0
0

9

5

12

1 1
2

26

8

2 1

15.スキルアップの方法

講習会の受講
テキスト作成配布
実習の受講
その他

1
2
3
4

1 2 3 4

30

25

20

15

10

5

0

　ランク制度は5自治体で記載されていた。

　26自治体で要綱に、4自治体で取り決めとして、合計30自治体で肝炎医療コーディネーターのスキルアップのための
取組についての規定があった。

　18自治体で要綱に、5自治体で取り決めとして、合計23自治体でスキルアップの実施方法についての規定があった。

スキルアップの実施方法についての要綱等への規定又は取り決めは
有りますか

肝炎医療コーディネーターのスキルアップのための取組についての要綱等への
規定又は取り決めが有りますか

肝炎医療コーディネーターのランク制度（初級、上級など）に関する要綱等への
規定又は取り決めは有りますか

　スキルアップの実施主体は各自治体と拠点病院との共同開催が12自治体（52.2％）であっ
た。自治体の単独実施や、拠点病院の単独実施も認められた。

質問項目16の小項目

　スキルアップの方法としては講習会の受講が26自治体（86.7％）であった。
質問項目15の小項目

質問項目14

質問項目15

質問項目16

（単位）自治体数

（単位）自治体数

回答した自治体
の総数は 23

回答した自治体
の総数は 30
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　29自治体で要綱に、3自治体で取り決めとして、合計32自治体で肝炎医療コーディネーターへの支援についての要綱
等への規定があった。

　19自治体で要綱に、3自治体で取り決めとして、合計22自治体で肝炎医療コーディネーターが活動報告書を提出す
ることについての規定があった。

18－1.活動報告書の提出 18－2.報告書の提出状況
8

77 6

5

0

1 義務化　  ２ 任意 　 3 その他
定期的に提出あり（80%）
約半数程度提出あり（30～80%）
ほとんど提出なし（30%未満）

1
2
3

17.肝Coに対する支援について

相談できる体制を整えている
要望を聞く機会を設けている
配置している機関のリストを
公表している
バッジを作成し配布している
特になし
その他

1
2
3

4
5
6

1 2 3 4 65

25

20

15

10

5

0

11

5
6

22
20

0

8

7

6

5

4

3

2

1

0

7

6

5

4

3

2

1

0
321 2 31

肝炎医療コーディネーターへの支援についての要綱等への規定又は取り決めは
有りますか

肝炎医療コーディネーターが活動報告書を提出することについての要綱等への
規定又は取り決めは有りますか

　肝炎医療コーディネーターに対する支援に関しては、配置している機関のリストの公表が22
自治体（68.8％）で行われ、バッジを作成し配布しているが20自治体（62.5％）であった。肝炎医
療コーディネーターからの相談ができる体制や要望を聞く機会を設けている自治体もあった。

質問項目17の小項目

　活動報告の提出は義務やされている自治体もあった。また報告書の提出については、報
告書の提出を求めている22自治体のうち、11自治体からの回答があり、定期的に提出して
いる自治体は０自治体、約半数程度提出している自治体が6自治体、ほとんど提出なしが5自
治体であった。

質問項目18の小項目

質問項目17

質問項目18

（単位）自治体数 （単位）自治体数

（単位）自治体数

回答した自治体
の総数は 32

回答した自治体
の総数は 22回答した自治体

の総数は 22
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5

20

2

21.活動内容

職種（資格）ごと
所属ごと
ランクごと
その他

1
2
3
4

1 2 3 4

20

15

10

5

0

9

3

20.認定者の周知方法

関係機関へ通知
各県HPへ掲載
拠点病院HPに掲載
肝炎マップ等のツールで掲載
その他

1
2
3
4
5

1 2 3 4 5

25

20

15

10

5

0
1

23

10

7

0

　21自治体で要綱に、5自治体の合計26自治体で取り決めとして肝炎医療コーディネーター認定者の周知方法に
ついての規定があった。

　28自治体で要綱に、2自治体の合計30自治体で取り決めとして守秘義務の規定があった。

　31自治体で要綱に、3自治体の合計34自治体で取り決めとして肝炎医療コーディネーターの活動内容の規定が
あった。

肝炎医療コーディネーターが活動の中で知り得た患者等の個人情報に関する
守秘義務についての要綱等への規定又は取り決めが有りますか

肝炎医療コーディネーター認定者の周知方法についての要綱等への規定又は
取り決めが有りますか

肝炎医療コーディネーターの活動内容についての要綱等への規定又は取り決め
が有りますか

　肝炎医療コーディネーターの活動内容に関しては、所属ごとに活動内容を規定してい
る自治体が20自治体（58.8％）であった。

質問項目21の小項目

　認定者の周知方法としては、各県のホームページへの掲載や拠点病院への掲載が最も
多く23自治体（88.5％）であった。

質問項目20の小項目

質問項目21

質問項目20

質問項目19

（単位）自治体数

（単位）自治体数

回答した自治体
の総数は 34

回答した自治体
の総数は 26
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　27自治体で要綱に、14自治体の合計41自治体で取り決めとして名簿やリストの有無に関する規定があった。

　1自治体で要綱に、1自治体の合計2自治体で取り決めとして肝炎医療コーディネーターの活動の実績を評価する
仕組みが規定されていた。

　30自治体で要綱に、2自治体の合計32自治体で取り決めとして肝炎医療コーディネーターの辞退についての規定
があった。

　24自治体で要綱に、4自治体の合計28自治体で取り決めとして事業主体の規定があった。

　10自治体で要綱に、3自治体の合計13自治体で取り決めとして事業の委託先に関する規定があった。

　25自治体で要綱に、2自治体の合計27自治体で取り決めとして肝炎医療コーディネーターの管理についての記載
があった。

　（質問項目28：上記設問4～27以外で要綱等への規定又は取り決めが有りますかの内容は割愛）

　質問項目の内1,2,3,4,5,6,7,9,10,11,15,17,19,20,21,23,24,26,27に関しては過半数の自治体で要綱や取り決めとして
規定のある項目であった。

27.名簿やリストの有無について

自宅住所
自宅電話番号
勤務先（所属）
勤務先電話番号
メールアドレス
職種・資格
その他

1
2
3
4
5
6
7

1 2 3 4 65 7

45

40

35

30

25

20

15

10

5

0

1 1
2

各県（本庁）
拠点病院（肝疾患センター）

名簿の管理者について（重複有）

40
10

肝炎医療コーディネーターの活動の実績を評価する仕組みがありますか
（KPIの策定）

肝炎医療コーディネーターの辞退についての要綱等への規定又は取り決めが
有りますか

事業主体についての要綱等への規定又は取り決めが有りますか

事業の委託先についての要綱等への規定又は取り決めが有りますか

名簿やリストの有無について

肝炎医療コーディネーターの管理についての要綱等への規定又は取り決めが
有りますか（名簿、管理者、認定番号等）

　名簿やリストに関しては、勤務先、職種・資格、勤務先電話番号、メールアドレス等を把握
している自治体が上位を占め、管理者としては各自治体のみならず、各自治体の拠点病院
が管理している自治体も認められた。

質問項目27の小項目

質問項目27

質問項目26

質問項目25

質問項目24

質問項目23

質問項目22

（単位）自治体数

回答した自治体
の総数は 41
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2 3

41

29

23

33

13



調査票Ⅱ 平成30年度  厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業）
「肝炎ウイルス検査受検から受診、受療に至る肝炎対策の効果検証と拡充に関する研究」
肝炎医療コーディネーター養成に関する要綱の全国都道府県アンケート調査のまとめ
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　養成研修会の開催は１～５回であった。講義の時間は３～５時間が最も多かった。平日の日中に養成研修会を
行う自治体が最も多かった。ついで日曜・祭日に行っていた。開催場所は各自治体の公共施設が最も多く、次いで
拠点病院内での開催であった。

ここでは、肝炎医療コーディネーター養成の講習会について行った調査票Ⅱの内容について述べる。

項　目 有　り 質問の小項目の有無
講習会の開催場所、時間などに関して

講習会の周知方法

挨拶があるか

講師は誰が担当するか

講義の内容

試験の合格基準

募集定員

予算＊

プログラムの作成はだれがするか

運営を委託しているか

スキルアップ／フォローアップ研修会があるか

スキル／フォローの研修会に参加を促す取り組み

その他、自由記載

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

ー

ー

36（90.0）

ー

ー

16（35.9）

13（33.3）

平均477千円

ー

19（44.1）

22（56.4）

8（22.9）

ー

60～75点

30～290人

（0～2811）

有

有

有

有

有

有

　

有

有

有

有

有
＊予算の出所：県8、拠点病院事業27、推進事業1、その他1

100%

80%

60%

40%

20%

0%

14

回数

1 1

26

５回

２回

１回

４回

100%

80%

60%

40%

20%

0%
開催場所数

２か所

１か所

３か所

26

14

1

19

11

2

11

100%

80%

60%

40%

20%

0%
講義の時間

7以上
5～7
3～5
3未満

講義の感想

ちょうど
よい

長い短い その他

6

14

6

1

3

1

0

0

0

0

1

0

2

1

4

1

3時間未満

3～5時間

5～7時間

7時間以上

20

15

10

5

0
開催の時間帯 開催の時間帯の感想

良かった
その他の
時間が
良かった

その他

平日日中

土曜日

日曜・祭日

その他

平日
時間外

13

4

9

12

1

1

0

3

2

0

4

1

0

3

1

平日日中
平日
時間外
土曜日
日曜・祭日
その他

2

19

5

12

16

良かった
その他の
場所が
良かった

その他

拠点病院

公共施設

その他

専門医療
機関

25

20

15

10

5

0

拠点病院
専門医療
機関
各県等の
公共施設
その他
ホテル
民間の会議場
公務員施設
等

有料 23
無料 19

開催場所 開催場所の感想

10

0

17

7

0

0

1

0

1

1

5

31

12

25

11

１．養成研修会の開催場所・時間帯等

肝炎医療コーディネーター養成講習会の開催場所・時間帯等について伺います質問項目1

（単位）自治体数

（単位）自治体数

（単位）自治体数

（単位）自治体数

（単位）自治体数

（－）の部分は以降データやグラフで示す。
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　調査票Ⅱのまとめ（（　）内は％表示）



　養成研修会の周知の方法としては、関係団体・病院への周知の依頼が最も多く、各自治体や拠点病院のホーム
ページへの掲載や肝炎医療コーディネーター所属機関への周知の依頼が次いで多かった。

　養成研修会での主催者からの挨拶は36自治体であった。

2

20

13

0 2

40

15
10

2.養成講習会の周知方法（募集方法）

40

20

0

■ 各県HP
■ 市町村広報掲載
■ 新聞等への掲載

■ 拠点病院HP
■ 関係団体・病院へ周知依頼
■ その他

■ 報道発表
■ 肝Co所属機関へ周知依頼

3.研修会の主催者挨拶の肩書
100%

80%

60%

40%

20%

0%

9

23

11

1

2 0

■ その他

■ 本庁課長級

■ 本庁部長級

■ 知事

■ 肝疾患センター長・
 　担当教授

■ 拠点病院・院長

養成講習会の周知方法

講習会での主催者の挨拶はありますか？

　研修会の主催者の挨拶の肩書は本庁の課長級が最も多かった。ついで肝疾患
センター長・担当教授の挨拶であった。知事による挨拶はなかった。

質問項目3の小項目　

質問項目3

質問項目2

（単位）自治体数

（単位）自治体数

（※重複回答あり）
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　講習会の講師は拠点病院の専門医や行政担当者がほとんどの自治体で担当しており、専門医療機関の専門や
肝炎医療コーディネーターなども担当していた。

　講義の内容はウイルス性肝炎の基礎知識と助成に関するものはほとんどの自治体で行われていた。また、その
時間も長かった。肝炎医療コーディネーターの活動事例を講義にしている自治体も認められた。患者会からの講義や
医療面接等の講義も行われている自治体が認められた。

4.講習会の講師

40

35

30

25

20

15

10

5

0

■ 拠点病院専門医

■ 専門医療機関の専門医

■ 行政担当

■ 肝Co

■ 患者会の代表者

■ その他

20

39

20

38

15

10

5.講義の内容について

31
31
24
28
22
30
24

－
21
18
21
25
21
15
19
47
15
35
15
18
25

10～60
10～60
10～60
 10～110
10～60
10～60
10～60

ー
10～35
10～30
10～40
10～60
10～30
  5～30
10～30
15～70
10～20
15～50
10～20
10～30
10～505

5
6
6
8
10
10
11
11
12

16
19
20

32
38
39
39B型肝炎

C型肝炎
助成について
HCC
LC
肝Coの活動
NASH
その他
検査
アルコール
患者から
最新トピック
栄養療法
画像診断
自己免疫性疾患
グループワーク
面談
合併症
移植
就労支援

0 10 20 30 40 50

31
24
24

平均時間 （分）Range

講習会の講師はどなたが担当されましたか？

講義の内容について

質問項目4

質問項目5

（単位）自治体数

（単位）自治体数

（※重複回答あり）
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養成研修会の運営を委託しているのは19自治体で認められた。

　試験の合格基準を設けている自治体は16自治体で、60～75点が合格点であった。

　肝炎医療コーディネーターの募集定員を設けている自治体は13自治体で、30～290人が定員であった。

　予算に関しては、平均は477,000円で、範囲としては0～2,811,000円であった。8自治体が自治体の予算、27自治体
が拠点病院事業の予算、１自治体が推進事業の予算、1自治体がその他からの予算であった。

　研修会のプログラム作成は各自治体と拠点病院で連携して行われている自治体が24自治体（58.5％）と最も
多く、次いで各自治体のみであった。拠点病院単独で行われている自治体も認められた。

9.講習会のプログラム作成は誰が行うか
100%

80%

60%

40%

20%

0%

■ その他

■ 各県と拠点
　 病院で連携

■ 自治体のみ

■ 拠点病院のみ

5

24

7

5

10.研修会の運営を委託しているか

100%

80%

60%

40%

20%

0%

19

24

拠点病院　　

イベント会社

予防医学協会

その他

16

1

1

1

■ していない

■ している

講習会における予算について

講習プログラム（内容）の作成はだれが行いますか

試験の合格基準がありますか

募集定員を定めているか

研修会の運営を委託していますか

　研修会の運営は19自治体で委託されていた。16自治体（84.2％）は拠点病院への委託
であった。

質問項目10の小項目

質問項目9

質問項目8

質問項目10

質問項目6

質問項目7

（単位）自治体数

（単位）自治体数
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　スキルアップ研修会や養成研修会は22自治体で行われていた。22自治体で講演会・講義であった。11自治体で
グループワークを行っていた。

11.スキルアップ、フォローアップについて

11.スキルアップ、フォローアップ研修会を行っているか
100%

80%

60%

40%

20%

0%

17

22

■ グループワーク
■ その他

■ 講演会、講義
■ 情報交換会

25

20

15

10

5

0

22

11 9

1

■ していない

■ している

100%

80%

60%

40%

20%

0%

12

3回
2回
1回

回数

3か所
2か所
1か所

4

5

100%

80%

60%

40%

20%

0%

15

開催場所数

1

5

14

2
0

6

100%

80%

60%

40%

20%

0%
講義の時間

6以上
4～6
2～4
2未満

講義の感想

ちょうど
よい

長い短い その他

4

6

2

0

1

0

0

0

0

0

0

0

1

1

0

0

3時間未満

3～5時間

5～7時間

7時間以上

9

8

7

6

5

4

3

2

1

0
開催の時間帯 開催の時間帯の感想

良かった
その他の
時間が
良かった

その他

平日日中

土曜日

日曜・祭日

その他

平日
時間外

5

4

8

4

0

0

0

1

1

0

2

0

1

2

1

8

4

8

5

1

平日日中
平日
時間外
土曜日
日曜・祭日
その他

良かった
その他の
場所が
良かった

その他

拠点病院

公共施設

その他

専門医療
機関

12

10

8

6

4

2

0

拠点病院
専門医療
機関
各県等の
公共施設
その他
ホテル
民間の会議場
等

有料 10
無料 13

開催場所 開催場所の感想

7

1

6

11

2

0

7

5

0

0

0

0

3

1

4

1

スキルアップ研修会・フォローアップ研修会を行っていますか

　スキルアップ研修会やフォローアップ研修会の開催は、年1回の開催が12自治体（57.1％）であり、年1～3回の開催がなされ
ていた。講義の時間としては2時間～4時間が14自治体（63.6％）で最もかった。平日の日中や土曜日などに行われている自治体
が主であった。各自治体の公共施設や拠点病院での開催が主であった。

質問項目11の小項目

質問項目11

（単位）自治体数

（単位）自治体数

（単位）自治体数

（単位）自治体数

（単位）自治体数

（単位）自治体数

（単位）自治体数
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　スキルアップ研修会や養成研修会へ肝炎医療コーディネーターに参加を促す取り組みは8自治体で行われていた。

薬品等メーカーの協力
病院見学等のイベントを盛り込む
新たな資格がもらえる
日医※等のポイントが付与される
その他

※ 日本医師会生涯教育制度

5
1
0
2
4

12.スキルアップ、フォローアップへの参加を促すとりくみ

27

8

100%

80%

60%

40%

20%

0%

■ なし

■ 有り

スキルアップ研修会・フォローアップ研修会に肝炎医療コーディネーターが積極的
に参加を促すための取り組みがありますか

　スキルアップ研修会やフォローアップ研修会への参加を促す取り組みとしては、薬品メーカーの協力や日
医等のポイントの付与や病院見学等のイベントを盛り込むことなどがあった。

質問項目12の小項目

質問項目12

（単位）自治体数
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調査票Ⅲ
平成30年度  厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業）

「肝炎ウイルス検査受検から受診、受療に至る肝炎対策の効果検証と拡充に関する研究」
肝炎医療コーディネーター養成に関する要綱の全国都道府県アンケート調査のまとめ
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　38の自治体で各県と拠点病院との連携のためのミーティングを行っていた。

　1の自治体で肝炎医療コーディネーター活動マニュアルを作成していた。

　22の自治体で肝炎医療コーディネーター向けの患者さんに説明するための啓発資材を配布していた。

　・肝炎医療コーディネーターに関する取り決めや研修会の開催等についての合同協議や役割分担 （ ５ ）
　・自治体から拠点病院の医師や看護師への養成研修会等の講師の協力依頼 （ ４ ）
　・養成研修会開催作業の分担依頼 （ ４ ）
　・定期的なミーティング、課題の共有 （ ３ ）

　・肝炎医療コーディネーターが在籍する医療機関への聞き取り （ ５ ）
　・スキルアップ研修会や情報交換会での現場の状況の把握 （ ５ ）
　・アンケートによる調査 （ ２ ）
　・報告書の提出 （ ２ ）

ここでは、肝炎医療コーディネーター養成の現状について行った調査票Ⅲの内容について述べる。

項　　目 あり なし
肝Co向けの患者説明用の啓発資材

活動マニュアルの作成

各県と拠点病院との連携に関して

県と拠点病院の連携の工夫

肝Co活動の優良事例の把握とその方法

現場の状況や阻害要因の把握

活動支援の工夫

養成や活用でよかった点

養成や活用で困った点、トラブル

研究班で示してほしいマニュアルや研修内容、ツール等の要望

肝Coに期待する事

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

22（46.8）

1（2.1）

38（90.5）

―

12（33.3）

10（25.6）

―

―

―

―

―

25

46

4

―

26

29

―

―

―

―

―

質問項目1 肝炎医療コーディネーター向けの患者さんに説明するための啓発資材について

質問項目2 肝炎医療コーディネーター活動マニュアルを作成していますか

質問項目3 各県と拠点病院との連携について

質問項目4 肝炎医療コーディネーター養成において各県と拠点病院がうまく連携する工夫が
あれば記載ください（（　）内は回答した自治体数。（複数回答可））

質問項目5 肝炎医療コーディネーターの活動について優良事例の把握されていますか
／どのような方法で把握されていますか（（　）内は回答した自治体数。（複数回答可））

（－）の部分は自由記載。詳細は後述。
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　調査票Ⅲのまとめ（（　）内は％表示）



　10の自治体で肝炎医療コーディネーターが活躍している現場の状況や阻害要因を把握していた。　

　・積極的に活動している人が少ない （ ５ ）
　・具体的な活動方法を示せない （ ５ ）
　・スキルアップ研修会を受けない （ ３ ）
　・異動や退職により活動が継続できない （ ３ ）
　・知名度が低い （ ３ ）
　・活動に対するインセンティブがない （ ２ ）
　・KPIが不明確 （ １ ）
　・養成している職種以外の新たな職種の肝炎医療コーディネーターの養成 （ １ ）
　・肝炎医療コーディネーター養成研修会の受講を希望する所属機関が少ない （ １ ）

　・研修会の開催 （ １ ）
　・研修会等の案内状送付 （ １ ）
　・情報提供 （ １ ）
　・自治体と市町村と拠点病院のそれぞれの担当者名簿の共有 （ １ ）
　・肝炎医療コーディネーターを周知するためのマップの策定 （ １ ）
　・ホームページ上に拠点病院が開催した肝臓病教室の動画配信 （ １ ）

　・肝炎の啓発に繋がる （ ８ ）
　・肝炎の取り組みに繋がっている （ ７ ）
　・肝炎に関する理解が深まり、業務内での活用が期待される （ ７ ）
　・行政の担当者が増える、行政職員の能力向上、フォローアップへの関心度アップ （ ４ ）
　・公費助成制度を知っている医療従事者が増える （ ４ ）
　・肝炎対策に関わる機関や職種の拡大 （ １ ）
　・積極的に取り組んでいる専門医療機関の活動を知るきっかけになる （ １ ）

　・養成研修会のマニュアルや事例集、職種ごとの活動事例集 （ 11 ）
　・養成後の更新、名簿管理、配置医療機関の公表項目、活動報告内容等の事例集 （ 10 ）
　・養成研修会についてのテンプレート、グループワーク用のテキスト等 （ ７ ）
　・啓発資材 （ ４ ）
　・肝炎医療コーディネーターが使用するスライド集 （ １ ）
　・肝炎医療コーディネーターのモチベーションの維持・向上方法 （ １ ）
　・養成研修会用の全国版のテスト （ １ ）
　・養成研修会で取得すべき知識レベルの全国的な基準の設定 （ １ ）
　・肝炎医療コーディネーターとはこうあるべきものと示すもの （ １ ）
　・助成制度の案内方法のマニュアル （ １ ）
　・肝炎医療コーディネーターの統一したロゴマーク （ １ ）

質問項目6 肝炎医療コーディネーターが活躍している現場の状況や阻害要因を把握して
いますか

研究班で示してほしいマニュアルや研修内容、ツール等、要望があればご自由に
記載してください（（　）内は回答した自治体数。（複数回答可））

質問項目7 肝炎医療コーディネーターの活動を支えるために行われている工夫等があれば
記載してください（（　）内は回答した自治体数。（複数回答可））

質問項目8 肝炎医療コーディネーターの養成や活用で良かった点があれば御記入ください
（（　）内は回答した自治体数。（複数回答可））

質問項目9 肝炎コーディネーターの養成や活用で困っている事やトラブル等があれば御記入
ください（（　）内は回答した自治体数。（複数回答可））

質問項目10
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　・県民への啓発 （ 17 ）
　・患者の医療機関への誘導 （ 15 ）
　・患者や家族等の相談業務（家族支援、差別偏見の解消、両立支援、不安解消等） （ ８ ）
　・肝炎に関わる事業運営への積極的な参画 （ ７ ）
　・医療機関、行政機関、その他の地域及び職域の関係者間の橋渡しの役目 （ ７ ）
　・院内での取り組み （ １ ）
　・患者団体への対応 （ １ ）

　回答無（平成30年までにすべての自治体で肝炎医療コーディネーターの養成が行われる予定。）

肝炎医療コーディネーターを養成しない理由を選択してください／⑥その他

貴自治体における肝炎医療コーディネーターに期待することを自由に記載して
ください（（　）内は回答した自治体数。（複数回答可））

質問項目11

質問項目12

　また、各自治体の担当者様にはアンケート調査にご協力いただき、誠にありがとうございました。

岩手県　保健福祉部　医療政策室　小野　泰司 様

山梨県　福祉保健部　健康増進課　浅山　光一 様

佐賀県　健康福祉部　健康増進課　がん撲滅特別対策室　嘉村　友大 様　

　各自治体に合わせた肝炎医療コーディネーターの養成が行われていると考えられ、要綱等での規定もさまざまであ
る。多くの自治体で要綱や取り決めに規定のある項目は、肝炎医療コーディネーターを養成する上で重要な項目であ
ることが考えられる。

　この調査の企画から調査票の組み立て、さらに調査自体まで幅広く多大なご協力を賜りました方の名前を以下に
挙げ、謝辞にかえさせて頂きます。

ま と め

おわりに
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